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令和６年度答申第７１号 

  令和７年３月１０日  

 

諮問番号 令和６年度諮問第９２号（令和７年１月１７日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 障害者の雇用に係る特例給付金の返還決定に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求については、審査庁において必要な調査検討が尽く

されていないから、本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係

る審査庁の判断は、妥当とはいえない。 

 

理     由 

 
第１ 事案の概要 

本件は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」又は

「処分庁」という。）が、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）に対

し、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。令和４

年法律第１０４号（令和６年４月１日施行）による改正前のもの。以下「障害

者雇用促進法」という。）５１条１項の規定に基づき支給した特例給付金（令

和４年度申請分。以下「本件給付金」という。）について、その一部の返還を

求める決定（以下「本件返還決定」という。）をしたことから、審査請求人が

これを不服として審査請求をした事案である。 

１ 関係する法令の定め 

（１）障害者の雇用に関する事業主の責務 
障害者雇用促進法３７条１項及び２項は、全て事業主は、対象障害者

（身体障害者、知的障害者又は精神障害者をいう。以下同じ。）の雇用に
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関し、社会連帯の理念に基づき、適当な雇用の場を与える共同の責務を有

するものであって、進んで対象障害者の雇入れに努めなければならない旨

規定する。 

（２）障害者の雇用義務（障害者雇用率制度） 
障害者雇用促進法４３条１項は、事業主（常時雇用する労働者（以下単

に「労働者」という。）を雇用する事業主をいい、国及び地方公共団体を

除く。以下同じ。）は、厚生労働省令で定める雇用関係の変動がある場合

には、その雇用する対象障害者である労働者の数が、その雇用する労働者

の数に障害者雇用率を乗じて得た数（法定雇用障害者数）以上であるよう

にしなければならないと規定する。 
（３）特定事業主に雇用される労働者に関する特例 

障害者雇用促進法４５条の３第１項は、事業協同組合等であって、当該

事業協同組合等及び複数のその組合員たる事業主（その雇用する労働者の

数が障害者雇用促進法４３条７項の厚生労働省令で定める数以上である事

業主に限り、障害者雇用促進法４４条１項、４５条１項、４５条の２第１

項又は４５条の３第１項の認定に係る子会社、関係会社、関係子会社又は

組合員たる事業主であるものを除く。以下「特定事業主」という。）の申

請に基づいて当該事業協同組合等及び当該特定事業主について同項各号に

掲げる基準に適合する旨の厚生労働大臣の認定を受けたもの（以下「特定

組合等」という。）に係る障害者雇用促進法４３条１項の規定の適用につ

いては、当該特定事業主が雇用する労働者は当該特定組合等のみが雇用す

る労働者と、当該特定事業主の事業所は当該特定組合等の事業所とみなす

旨規定する。 
（４）納付金関係業務 

障害者雇用促進法４９条１項は、厚生労働大臣は、対象障害者の雇用に

伴う経済的負担の調整並びにその雇用の促進及び継続を図るため、同項各

号に掲げる業務（以下「納付金関係業務」という。）を行う旨規定し、同

項１号は、事業主に対する障害者雇用調整金（以下「調整金」という。）

の支給、同項１号の２は、対象障害者である特定短時間労働者（短時間労

働者（１週間の所定労働時間（以下「週所定労働時間」という。）が、当

該事業主の事業所に雇用する通常の労働者の週所定労働時間に比し短く、

かつ、厚生労働大臣の定める時間数未満である常時雇用する労働者をい

う。）のうち、週所定労働時間が厚生労働省令で定める時間の範囲内にあ
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る者をいう。）を雇用する事業主に対する特例給付金の支給、同項１０号

は、事業主からの障害者雇用納付金（以下「納付金」という。）の徴収に

ついて規定し、同条２項は、厚生労働大臣は、納付金関係業務の全部又は

一部を機構に行わせるものとする旨規定する。 
上記の厚生労働大臣の定めとして、障害者の雇用の促進等に関する法律

第４３条第３項の規定に基づく厚生労働大臣の定める時間数（平成６年労

働省告示第１２号）は、短時間労働者について厚生労働大臣の定める時間

数を３０時間と規定する。また、上記の厚生労働省令の定めとして、障害

者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和５１年労働省令第３８号。

令和６年厚生労働省令第７４号による改正前のもの。以下「障害者雇用促

進法施行規則」という。）１６条の２第２項は、特定短時間労働者につい

て、週所定労働時間が１０時間以上２０時間未満の範囲内である者とする

旨規定する。 
（５）特例給付金の支給 

障害者雇用促進法５１条１項は、機構は、厚生労働省令で定める支給要

件、支給額その他の支給の基準に従って障害者雇用促進法４９条１項１号

の２の特例給付金を支給する旨規定する。 
上記の厚生労働省令の定めとして、障害者雇用促進法施行規則１６条の

２第１項は、特例給付金は、対象障害者である特定短時間労働者を雇用す

る事業主に支給するものとする旨規定し、同条３項は、特例給付金の額そ

の他必要な事項については、厚生労働大臣の定めるところによる旨規定す

る。 
（６）納付金関係業務に関する報告の求め 

障害者雇用促進法５２条２項は、機構は、納付金関係業務に関し必要が

あると認めるときは、事業主等に対し、必要な事項についての報告を求め

ることができる（以下同項に基づく調査を「納付金関係業務調査」とい

う。）と規定する。 
２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 
（１）特定組合等の認定を受けている審査請求人は、令和４年４月１５日、処

分庁に対し、所定の「令和４年度障害者雇用納付金申告書、障害者雇用調

整金、在宅就業障害者特例調整金及び特例給付金支給申請書」（以下「本

件申告・申請書」という。）を提出し、納付金の申告、調整金の支給申請
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及び本件給付金の支給申請をした。本件申告・申請書には、「常用雇用労

働者の総数」として、令和３年４月から令和４年３月までの各月の人数と

して「６９５．０人」から「７１６．０人」まで及びその合計が「８，４

７７．０人」と、「身体障害者、知的障害者及び精神障害者の合計数」と

して「１９６．０人」と、「週労働時間が１０時間以上２０時間未満の雇

用障害者の合計数」として「９６．０人」と、「特例給付金の申請額」と

して６７万２０００円と記載されていた。 
（特定事業主認定一覧（令和３年６月１日現在）、本件申告・申請書） 

（２）処分庁は、令和４年１０月１１日付けで、審査請求人に対し、上記（１）

の支給申請どおりの額の特例給付金（本件給付金）を支給することを決定

し、同月２１日、支給した。 
（障害者雇用調整金在宅就業障害者特例調整金特例給付金支給決定通知

書、調整金・特例調整金・特例給付金支給決定総括表） 
（３）処分庁は、令和５年７月２４日、審査請求人に対し、納付金関係業務調

査（以下「本件調査」という。）をしたところ、本件申告・申請書の記載

内容に誤りがあることを把握した。 
（令和５年度（令和４年度申告申請分）調整金＋特例給付金 算定調査

書） 
（４）処分庁は、令和５年８月１５日、審査請求人に対し、本件調査の結果を

踏まえ、本件申告・申請書における特例給付金の額を修正した令和５年度

（令和４年度申告申請分）調整金＋特例給付金 算定調査書（以下「本件

調査書」という。）を送付した。本件調査書には、調査確認状況として、

「週労働時間が１０時間以上２０時間未満の障害者の数」について、「修

正有」及び「Ａ氏、B氏及びC氏が短時間労働者であることが判明。」と、

その増減として△３０人と記載され、調査結果として、本件給付金の返還

すべき金額は２１万円と記載されていた。 
（障害者雇用納付金関係業務調査 日報・事業主対応記録簿、本件調査

書） 
（５）処分庁は、本件調査書に基づき、令和５年１０月３日付けで、審査請求

人に対し、「令和４年度申請分に係る算定調査書に記載のとおり、雇用障

害者数が誤って計上されていたことが判明したため」との理由を付して、

令和４年１０月２１日付けで支給した本件給付金について、２１万円の返

還を求める決定（本件返還決定）をした。 
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（特例給付金返還決定通知書） 
（６）審査請求人は、令和５年１２月２８日、審査庁に対し、本件返還決定を

不服として本件審査請求をした。その後、審査庁は、審査請求人に対し、

令和６年６月１７日付けで審査請求書の補正を求め、審査請求人は、同日

付けで、審査請求書を補正した。 
（審査請求書、審査請求書の補正について（依頼）、補正書） 

（７）審査庁は、令和７年１月１７日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却

すべきであるとして諮問をした。 
（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

（１）処分庁は、本件返還決定の理由を、特定短時間労働者３名（以下「本件

対象障害者」という。）が短時間労働者に該当するためとしている。 
（２）しかしながら、本件調査の際に以下のような点を審査員に伝えたところ、

持ち帰って検討するとのことだったが、何らの考慮もされない結果となっ

た。 
ア 本件対象障害者について、短時間労働者に該当するのであれば、調整

金の支給対象となり、本件返還決定の額（２１万円）を本来受けられる

はずの調整金の額で相殺できることから、返還を行わなくても済んだ。 
イ 調整金の申請は本件調査以前に締め切られており、調整金と特別給付

金は別物との考えのため、考慮することはできないといわれた。 
ウ 調整金の支給申請システムにおいて、常用・短時間労働者は入力時点

で該当しない者に関しては除外されるようになっているが、特定短時間

労働者については除外されるようになっていない（現在は改良されたと

聞いている。）。 
（３）したがって、本件返還決定の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 本件返還決定のみを行い、調整金の支給対象とすることができないとした

取扱いについて 

審査請求人は、本件対象障害者について、短時間労働者に該当するのであ

れば、調整金の支給対象となり、返還決定を受けた特例給付金の額（２１万

円）を本来支給されるはずの調整金の額で相殺できることから、返還を行わ

なくて済んだ旨主張している。 

この点、本件対象障害者は、本件調査によって、障害者雇用促進法施行規
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則１６条の２第２項に規定する特例給付金の支給要件を満たしていなかった

ことが判明したものであり、本件給付金のうち、本件対象障害者に係る部分

については、特例給付金の支給要件として法律上の根拠がないことから、過

大に支給した当該部分を取り消し、返還を求めた取扱いに不合理な点はない。 

一方、調整金は、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和３５年

政令第２９２号。令和５年政令第２３９号による改正前のもの。）１４条に

おいて、各年度ごとに、翌年度の初日から４５日以内に支給の申請を行った

事業主に支給すると規定されており、また令和４年度障害者雇用納付金制度

申告申請書記入説明書（以下「記入説明書」という。）には、調整金につい

て、申請期間や、申請期間経過後の増額修正ができないことが記載されてい

る。本件対象障害者に係る調整金の支給を受けるには、同条に規定する支給

申請期限までに申請を行う必要があったところ、本件返還決定を行った時点

で既に当該期限を超過していたことを踏まえれば、支給する調整金の金額を

変更しないこととした取扱いにも不合理な点はない。 

なお、納付金関係業務調査に起因する雇用障害者に係る修正については、

令和５年度答申第７８号において言及されているとおり、調査時の一律の対

応として、当初の申請に基づき支給した調整金の額を上回ることにならない

範囲で、障害の程度及び離職から在職への修正等の上方修正を認めているが、

本件は特定短時間から短時間への雇用区分の修正であり、申請期限を含めた

支給根拠が調整金及び特例給付金においてそれぞれ別に規定されていること

から、過去の事例のように当初支給した額を上回ることのない範囲で上方修

正を行う対応は認められない。 

２ 支給申請システムにおいて特定短時間労働者に該当しない者が除外される

ようになっていない点について 

審査請求人は、調整金の支給申請システムにおいて、常用・短時間労働者

は入力時点で該当しない者に関しては除外されるようになっているが、特定

短時間労働者については除外されるようになっていない旨主張している。 

この点、令和４年度申告申請においては、マクロ機能付きの申告申請書作

成支援シートにより申告申請書を作成する方法であったが、審査請求人が主

張するとおり、特定短時間労働者に該当しない者が除外される機能は搭載さ

れておらず、申請者が雇用区分を選択する仕様であった。ただし、同シート

により申告申請書を作成するに当たっては、正しく判断しない例があるため、

詳しくは記入説明書を確認するよう、同シートのデータファイルを開いた際
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に注意文が表示され、本文を確認して「ＯＫ」ボタンを押下した上で作成を

開始する仕様としていた。 

そもそも調整金及び特例給付金の支給要件については、上記１のとおりで

あり、審査請求人の主張するシステムの仕様は、本件返還決定を覆す事情に

該当するものと認めることはできない。 

３ 以上により、本件返還決定には違法又は不当な点は認められない。よって、

本件審査請求には理由がないから、棄却すべきである。 

なお、審理員の意見も、おおむね同旨である。 

第３ 当審査会の判断 

当審査会は、令和７年１月１７日、審査庁から諮問を受け、同年２月６日、

同月２０日及び同年３月６日の計３回、調査審議をした。 

また、審査庁から、令和７年１月２８日及び同年２月１２日、主張書面及び

資料の提出を受けた。 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

（１）一件記録によると、審査請求書の受付（令和５年１２月２８日）から本

件諮問（令和７年１月１７日）までに１年以上の期間を要しているところ、

特に、①審査請求人に対する２回目の反論書の提出期限（令和６年８月１

９日）から審理手続の終結（同年１１月１５日）までに約３か月、②審理

員意見書の提出（同月１８日）から本件諮問までに約２か月を要している。 

このような期間を要した理由について、審査庁は、審理員の業務多忙の

ため又は諮問書類一式の準備や過去類似事案との整合性の確認に時間を要

したためと説明（令和７年１月２８日付け審査庁主張書面）するが、これ

ほどの時間を要したことに特段の理由は認められない。 

簡易迅速な手続の下で国民の権利利益の救済を図るという行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）の目的（１条１項）を踏まえると、審査庁

は、審査請求事件の進行管理方法を改善することにより、事件の手続を迅

速に進める必要がある。 

（２）上記（１）で指摘した点以外では、本件諮問に至るまでの一連の手続に

特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件返還決定の適法性及び妥当性について 

（１）特例給付金の支給について 

ア 上記第１の１（５）の厚生労働大臣の定めについて、「障害者の雇用

の促進等に関する法律施行規則第１６条の２第３項の規定に基づき厚生
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労働大臣が定める特例給付金の額等を定める件」（令和２年厚生労働省

告示第２号。以下「令和２年告示」という。）１条は、特例給付金の額

は、各年度ごとに、事業主の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

に、当該年度に属する各月ごとにその初日におけるその雇用する特定短

時間労働者の数（当該年度に属する各月ごとにその初日における障害者

雇用促進法４３条１項に規定するその雇用する対象障害者である労働者

の数を上限とする。）の合計数を乗じて得た額とし、令和２年告示１条

１号において、その常時雇用する労働者の数が常時１００人を超える事

業主について７０００円とする旨規定する。令和２年告示２条は、特例

給付金は、各年度ごとに、事業主の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める期間に支給の申請を行った事業主に支給する旨規定し、同条１号に

おいて、令和２年告示１条１号に掲げる事業主に係る当該期間は、翌年

度の初日から４５日以内とする旨規定する。 
そして、令和２年告示３条１項から３項までは、特例給付金の支給を受

けようとする事業主は、機構が定めた様式による申請書に、機構が定めた

様式による報告書を添え、障害者雇用促進法５６条１項に規定する納付金

に係る申告書及び障害者雇用促進法施行規則１５条１項に規定する調整金

に係る申請書と同時に提出しなければならない旨規定する。 
また、令和２年告示５条は、特例給付金の支給に関し必要な事項は、機

構が定める旨規定する。 
イ 上記アの機構の定めとして、「常用雇用労働者及び障害者の範囲等を

定める件」（令和２年３月２７日達第２０号。以下「達」という。）２

条１項は、週所定労働時間が３０時間以上又は１か月の所定労働時間

（以下「月所定労働時間」という。）が１２０時間以上である常用雇用

労働者を「短時間以外の常用雇用労働者」と、同条２項は、週所定労働

時間が２０時間以上３０時間未満又は月所定労働時間が８０時間以上１

２０時間未満である常用雇用労働者を「短時間労働者」と、同条３項は、

週所定労働時間が１０時間以上２０時間未満又は月所定労働時間が４０

時間以上８０時間未満であり、かつ、達１条１項各号に該当する者（期

間の定めなく雇用されている者（同項１号）など）を「特定短時間労働

者」とする旨規定する。 
そして、達３条１項は、所定労働時間は、労働者の週所定労働時間又は

月所定労働時間を雇用契約書又は労働条件通知書等により把握する旨規定
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する。 
また、達５条１項は、所定労働時間数と実労働時間数において常態的な

乖離が認められる対象障害者の雇用区分については、申告等対象期間にお

ける各月の実労働時間（以下「月実労働時間」という。）及び月所定労働

時間について同項各号に定める措置を講じつつ、これらを比較し、月実労

働時間による雇用区分が月所定労働時間による当該区分と異なる月として、

申告等対象期間に属する月数の半数以上生じた場合は、月実労働時間によ

り雇用区分を判断するものとし、特定短時間労働者について月実労働時間

により雇用区分を判断する場合は、その実労働時間が８０時間以上であっ

ても、その雇用区分は特定短時間労働者とする旨規定し、同項１号は、所

定労働時間の変更によらず、休日（祝日及びその振替休日並びに年末年始

の休日や夏季休暇等就業規則等で勤務しないとされる日）が含まれること

により申告等対象期間における通常の月と雇用区分が異なる月が生じた場

合にあっては、当該月の月実労働時間が当該月の月所定労働時間以上のと

きは、所定労働時間が同じである他の月における雇用区分とする旨規定す

る。 
ウ 記入説明書によると、週所定労働時間が一定である障害者に係る具体

的な雇用区分の判断手順は、以下のとおりである。 
（ア）週所定労働時間を１か月を４週間として月換算した月所定労働時間

及び就業規則等で定められた勤務すべき日数に１日の所定勤務時間を

乗じて得た時間（１時間未満は切捨て。以下「月毎の所定労働時間」

という。）を把握する。 
（イ）月毎に実際に勤務した時間（月実労働時間、１時間未満は切捨て）

を把握する。 
（ウ）雇用区分について、上記（ア）及び（イ）で把握した時間に基づき、

月所定労働時間及び月実労働時間がそれぞれ４０時間以上８０時間未

満であれば特定短時間労働者と、８０時間以上１２０時間未満であれ

ば短時間労働者と、１２０時間以上であれば短時間以外の常用雇用労

働者として、以下の手順で確認する。 
Ａ 月所定労働時間の雇用区分と月実労働時間の雇用区分の相違を確認

し、同じ雇用区分であれば当該月は乖離なしとする。 
Ｂ 上記Ａが同じ雇用区分でない場合、月毎の所定労働時間と月実労働

時間の相違を確認し、同じ時間であれば当該月は乖離なしとし、月実
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労働時間が月毎の所定労働時間を下回る場合は当該月は乖離ありとす

る。 
Ｃ 上記Ｂにおいて月実労働時間が月毎の所定労働時間を上回る場合、

月所定労働時間と月実労働時間の雇用区分の相違を確認し、月実労働

時間の雇用区分が月所定労働時間の雇用区分を上回らない場合は当該

月は乖離なしとし、上回る場合は乖離ありとする。 
Ｄ 上記ＡからＣまでにおいて確認した各月の乖離状況から、雇用区分

を以下のとおり判断する。 
（Ａ）対象期間のうち乖離が半分に満たない場合は、常態的な乖離がな

いとして、所定労働時間により雇用区分を判断する。 
（Ｂ）対象期間のうち半分以上の月で乖離がある場合には常態的な乖離

があるとして、月実労働時間により雇用区分を判断し、月実労働

時間が４０時間以上の月数が半分を超える場合は特定短時間労働

者と、８０時間以上の月数が半分を超える場合は短時間労働者と、

１２０時間以上の月数が半分を超える場合は短時間以外の常用雇

用労働者と判断する。 
なお、所定労働時間の変更によらず、休日（祝日等）が含まれ

ることにより月毎の所定労働時間が短時間労働者であれば８０時

間に、短時間以外の常用雇用労働者であれば１２０時間に満たな

い場合にあっては、月実労働時間が月毎の所定労働時間以上の場

合は、それぞれ短時間労働者、短時間以外の常用雇用労働者の雇

用区分として取り扱い、月実労働時間が月毎の所定労働時間を下

回る場合は、雇用区分が異なるものとして取り扱う。 
（２）特定短時間労働者該当性について 

ア 処分庁は、本件対象障害者について、調査の際に書類等を確認した結

果、短時間労働者であり、実態としても、いずれも申告申請対象期間

（以下「対象期間」という。）である令和３年４月１日から令和４年３

月３１日（年度途中で退職した者の場合は、対象期間において対象障害

者が算定基礎日に算入される月のうち、最後の月。）までの期間のうち、

半分を超える月において、月実労働時間が８０時間又は月毎の所定労働

時間のいずれか低い方（※２月等、カレンダーの都合で所定労働時間が

短くなる場合があるため。）を超えており、結果、本件対象障害者の最

終的な雇用区分は短時間労働者と判断されたとしている（令和６年７月
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２日付け弁明書）。 
また、上記第２のとおり、審査庁及び審理員は当該判断に係る意見を示

していないので、当審査会において審査庁に対して当該判断に係る見解を

確認したところ、審査庁は、記入説明書並びに障害者雇用状況等報告書

（Ⅱ）に記載された本件対象障害者に係る月毎の所定労働時間及び月実労

働時間を確認した結果、これを妥当であるとしている（令和７年２月１２

日付け審査庁主張書面）。 
イ 個々の障害者に係る雇用区分の判断の手順は上記（１）ウ（ウ）のと

おりとされ、まず、月所定労働時間の雇用区分と月実労働時間の雇用区

分の相違を確認することとされている（同Ａ）が、事件記録からは本件

対象障害者に係る月実労働時間を確認することはできる（障害者雇用状

況等報告書（Ⅱ））ものの、達３条１項において雇用契約書又は労働条

件通知書等により把握することとされている週所定労働時間又は月所定

労働時間を確認することができない。処分庁は、本件調査の結果として、

本件対象障害者が短時間労働者であることが判明した（障害者雇用納付

金関係業務調査 日報・事業主対応記録簿）とするものの、事件記録に

そのことを裏付ける説明や根拠となる資料は含まれていない。 
ウ 審査庁は、上記アのとおり、本件対象障害者に係る月毎の所定労働時

間及び月実労働時間を確認したとしているが、月所定労働時間と月毎の

所定労働時間は概念として異なるものである以上、上記（１）ウ（ウ）

の手順に沿って最初に把握すべき月所定労働時間を確認したとはいえな

いので、審査庁は本件対象障害者に係る特定短時間労働者該当性につき、

必要な調査検討を尽くしたとはいえない。 
エ なお、審理員意見書の「第４ 論点整理」では、本件審査請求の論点

として本件返還決定の適否及び審査請求人の主張の適否について判断す

る必要があるとされている。しかし、同「第５ 審理員意見書の理由」

では、専ら審査請求人の主張の適否について判断が記載され、本件対象

障害者の特定短時間労働者該当性といった本件返還決定の適否について

検討された形跡はうかがえない。 

審理手続において審査請求人の主張する点のみについて審理を進めるこ

とは適切ではなく、審理員は、今後、申請の内容と処分の内容とを確認し、

当該処分の適法性、妥当性を検証する必要がある。 
３ まとめ 
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以上によれば、本件審査請求については、審査庁において必要な調査検討

が尽くされていないから、本件審査請求は理由がないから棄却すべきである

との諮問に係る審査庁の判断は、妥当とはいえない。 
よって、結論記載のとおり答申する。 
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